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１．はじめに 

近年、設計ミスの増加が問題視される中、公共工

事の品質確保の促進に関する法律の施行も相まって、

設計業務成果の重要性や影響力がますます高まって

きた。このような中、各地方整備局においては、設

計業務履行中の受発注者間のコミュ二ケーションの

円滑化及び共同での現場条件の把握等、設計成果の

品質確保対策が行われている。国総研においても詳

細設計業務成果の品質確保策の一つとして、「条件

明示ガイドライン」を作成したので、その概要を報

告する。 

２．条件明示ガイドラインの概要 

 本ガイドラインは、詳細設計業務の発注時に、発

注者が受注者に対して業務履行に必要な設計条件等

を確実に明示できているかを確認するものであり、

本文、条件明示チェックシート（以下、「チェック

シート」という）、参考資料で構成している。 

(1)ガイドライン本文 

 ガイドライン本文には、以下の流れで運用を行う

ことを記載した。 

①予備設計有りの場合は、その受注者がチェック

シートを整理し、成果品として納品する。②発注者

が①の内容を確認し、関係機関との協議の内容を追

加・更新する。③重要構造物

の設計については、事務所内

で検討会を開催し、必要条件

を確認する。④チェックシー

トに基づき、発注時に提示可

能な設計条件を発注関係図書

に明示し、業務発注する。 

(2)チェックシート 

チェックシートは、主要な

７工種（①道路、②橋梁、③樋門・樋管、④排水機

場、⑤築堤護岸、⑥山岳トンネル、⑦共同溝）を対

象に作成した。図にチェックシート（抜粋）を示す。

チェックシートは、各条件について、確認の状況や

確認のための具体的資料名等を選択または記述する

形式となっている。また、業務発注時に提示できな

い設計条件については、備考欄にその条件の提示時

期（予定）を記載することとし、受発注者間で誤認

がないようにしている。 

(3)参考資料 

 参考資料として、発注者が行うべき事項を見落と

すことの無いよう、業務プロセスフローと関係者別

協議事項一覧をとりまとめている。 

３．おわりに 

今年度から２工種（道路、橋梁）に係る設計業務

を対象に本ガイドラインを試行しており、残る５工

種に係る設計業務については来年度から試行する予

定である。今後、本ガイドラインの活用状況につい

てフォローアップ調査等を行い、設計成果の品質確

保に資するべく、適宜改訂を行っていきたい。 

【参考】 

1)条件明示ガイドライン（詳細設計）（案） 

http://www.kkr.mlit.go.jp/plan/conditionguide/inde
x.html 
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図 チェックシート（抜粋） 

確認日

項目
№

明示項目
内容
№

主な内容

【選択】
○：対象
×：対象外

【選択】
○：全条件確定済
△：一部条件確定済
×：条件未確定

項目を確認した
日付を記入

確認できる資料の
名称、頁等を記入

確認状況「○」以外の
進捗状況を記入

【選択】
・確認済
・未確認

1
履行期間、事業ス
ケジュール

1 履行期間は適切になっているか。 ○ ○ ○年○月○日 ○○○・・・ 確認済

2 事業スケジュールは明確になっているか。 ○ ○ ○年○月○日 ○○○・・・ 確認済

2 基本的な設計条件 1
暫定計画、将来計画(都市計画決定）の有無を
確認し、反映しているか。

○ × 半月後に提示予定 確認済

2 設計範囲、内容、数量は明確になっているか。 ○ ○ ○年○月○日 ○○○・・・ 確認済

3
気象条件（積雪寒冷地の適用等）は明確になっ
ているか。

○ × ○○○・・・
予備設計時の協議内容、
決定事項を整理中

確認済

4
地下水（自然水位、被圧水位）、湧水、河川水位
の条件・状況は明確になっているか。

○ ○ ○年○月○日
橋梁予備設計報告書
 P15

確認済

橋梁詳細設計業務実施に必要な条件 対象項目 確認状況 確認資料 備考 発注時の確認
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１．はじめに 

国土交通省は、積算の合理化や多様な入札契約方

式の導入の取り組みを進めてきている。これに資す

るため、国土技術政策総合研究所においては、積算

効率化を目的とした新しい積算方式『施工パッケー

ジ型積算方式』を提案し、各地方整備局の協力のも

と、土工や舗装など63の施工パッケージについて積

算基準書類を整備した。本稿では2012年10月から導

入された、新たな積算方式について解説する。 

２．『施工パッケージ型積算方式』の概要  

 施工パッケージ型積算方式とは、直接工事費の積

算は、施工単位ごとに機械経費、労務費、材料費を

含めた1つの単価（以下「施工パッケージ単価」とい

う）で計上し、共通仮設費、現場管理費及び一般管

理費等の間接費は、従来の積上積算方式と同じ率式

等を用いて計上する積算方式である。図１に積上積

算方式との積算体系の相違を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 積上積算と施工パッケージの積算体系の相違 

施工パッケージ単価の設定にあたっては、実態を

踏まえつつ、適正な価格をより多く収集し、分析す

ることが重要である。そこで、図２に示すように、

総価契約単価合意方式により受発注者間で合意した

単価（合意単価）のほか、入札時に応札者から提出

された工事費内訳書の単価（応札者単価）も活用し、

より標準的な単価を設定することとした。併せて、

複数年の単価傾向や実態調査の変動状況も確認する

ことで単価の妥当性を確保することとした。 

また、透明性確保のため、設定した施工パッケー

ジ単価および利用方法を公表している。 

 

 

 

 

 

 

図２ 「施工パッケージ単価」の設定方法 

３．積算効率化の事例 

踏掛版工の施工パッケージ化を例にとると、各地

方整備局の標準設計や積算事例を分析し、型枠、鉄

筋、目地などの費用を含んだコンクリート1m3当たり

の施工パッケージ単価として設定した。これにより

積上積算では合計45必要であった積算条件が5つに

簡素化された。施工パッケージでは型枠の面積の集

計などが不要となっており、設計業務や積算の準備

まで含めると積算効率化の効果は大きい。 

４．まとめ 

職員数が限られる中で、発注者は品質確保等への

対応を強く求められており、積算労力の軽減は重要

な課題である。今後は主要な工種の「施工パッケー

ジ化」を、2013年度を目途に完了させる予定である。

また、受注者および発注者の課題把握に努め、必要

に応じて制度改善を行う取り組みを継続していく。 

http://www.nilim.go.jp/lab/pbg/theme/theme2/theme_se

kop.htm  
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・データ分析

入札入札
工事費内訳書

の提出

（標準単価と補正式を公表）

契
約

単価合意単価合意
総価契約の内訳として
細別毎に単価を合意

完成設計変更

契約の流れ
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